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会長      まちづくり交付金の事業は地域再生・都市再生にかかる様々な事業が含

まれている複合事業であるため、全体としての効果が測りにくい。特に、

今回の末長宗田地区は対象面積が広く、地域全体としてどこまで成果があ

がったのかが把握しづらい事業である。そういった意味で御意見が出しづ

らいかと思うが、成果指標の測定結果と、今後のまちづくり方策について

議論いただきたい。 
 
委員      ８つの成果指標については、いつ、どのように設定されたものか。 
 
まちづくり局  平成１６年５月に、都市再生整備計画末長宗田地区の当初計画を定めて

おり、その後７回の変更を行っている。 
当初は市営住宅と老人福祉センターを整備する計画で、指標としては ①

老人福祉センターの整備率 ②バリアフリー化された住宅の整備数 ③安全

に歩ける歩道の整備率 ④公園の整備率 ⑤地域交流行事の実施 の５つの

指標を設定した。その後、平成１６年１１月に公園関連の事業を追加した

ことに伴い、④公園の整備率 を公園における市民活動人数に変更した。ま

た、平成１８年２月に溝口駅南口歩行者専用通路整備事業が追加されたこ

とに伴い、⑥溝口駅南口における歩行環境の満足度を追加。平成２０年８

月の変更で、グループホーム整備事業と市営住宅の耐震化事業が追加され

たことに伴い、⑦市営住宅の耐震化率と⑧グループホーム・ケアホームの

定員数が追加された。区域も 44.6ha から 817ha へと拡大した。 
 
委員      例えば指標⑥溝口駅南口における歩行環境の満足度 については、事業を

行った後、それが上手くいったかどうかを確認するということをやってい

るので、成果指標を測るものとして適しているが、指標④公園における市

民活動人数 については、単に活動人数が増えたからといって、事業の妥当

性があると言えるのかということもある。安全に歩ける歩道の整備は、確

かに算出として道路はきれいに整備されたが、例えば利用者がほとんどい

ないとか、歩行者と自転車の関係があいまいで事故が増えたといったこと

だと、成果があがっているとはいえない。 
そういった面から、今回の成果指標は、成果というところに密着したも

のもあれば、投入したものから算出が出ただけのものがあり、指標がかな



り入り組んでいる。 
例えば、市営住宅の耐震化について成果とした場合、入居率は完全に１

００％になっているという前提があるのならわかるが、入居率が７割とい

った場合は、市民として、その交付金の使い道が妥当なのかという話にな

る。 
今回の指標はアウトプットに偏っているのではないか、成果指標にはな

っていないのではないかと思ったので、そのような質問をさせていただい

た。 
また、事後評価は完成３年後とか、一定の時間が経ったあとに評価をす

れば成果がわかりやすいが、終了年度に行うのであれば、終了時評価なの

で事業が上手くいったかどうかという点に絞られると考えられる。この指

標が良くないというわけではないが、成果を示すということであれば、指

標６でやっているような満足度的なものを視野に入れた成果測定が必要な

のではと考える。 
 
会長      成果指標に改善すべき点があるといった意見をいただいた場合、今後ど

のように対応していくのか。 
 
まちづくり局  まちづくり交付金が目標としていることは、成果を分かりやすく市民に

説明することである。これまでの補助金はアウトプット（単純な整備量等）

的に成果説明していたが、まちづくり交付金ではアウトカム（市民にもた

らされた成果）で説明していこうということになっている。今回は、アウ

トカム的な指標はあるものの、アウトプット指標が多く含まれているため、

もっとアウトカム的な指標の設定ができていれば、より分かりやすい成果

説明になったと考えている。 
        指標④公園における市民活動人数 に関しては、公園管理活動を自主的に

行っていただいた方の参加人数を測定した。自主的な利用に参加する人が

増えることにより、交流が増えたり、コミュニティが形成されたりという

効果が見込まれるということで設定している。指標①老人福祉センターの

整備率 はアウトプット的な指標となっているが、指標⑤で地域交流行事の

実施 というアウトカム的な指標を設定しているため、指標①は設定せずに

指標⑤のみで成果を示した方がわかりやすかったと考えている。歩道につ

いてもアウトプット的な指標となっている。道路の整備と合わせて、もう

少し分かりやすい指標を設定できればよかったかと思う。 
        今回の計測は見込み値であるため、来年度フォローアップとして確定値

の計測を予定している。一定の時間が経ったあとの成果の計測という点に



ついては、今回の事後評価では来年度に実施するフォローアップの中で確

定値を計測し、その中で今回計測した見込み値との違いを分析し、結果を

公表したいと思う。 
 
委員      他の自治体では、どのような成果目標・成果指標を設定しているか。 
 
まちづくり局  道路関連では、渋滞の緩和・解消などがある。 

他の自治体でも、アンケート調査や施設の利用者数が一般的なアウトカ

ム指標となっている。他の自治体でもアウトカム指標の設定に苦労してい

ると聞いている。 
 
委員      まちづくり交付金の事後評価は、完成年度までに実施する。しかし、完

成したからといって、すぐに事業効果が出るとは限らないため、すべてに

アウトカム指標を取り入れられるわけではない。今回は、溝口駅南口歩行

者専用道路の満足度調査が極めてアウトカム的なので、それにセットされ

るような形を考えればよいのでは。 
市営住宅の改築といった場合、事前情報として、入居率や倍率といった

指標があれば市民側としても分かりやすいものになる。アウトプット指標

で、整備しましたということを評価することに加え、事前に採取した指標

や補助的な指標を示すことにより、アウトカム的なニュアンスを持った指

標になるのでは。市民がどういう情報が欲しいのかということを考え、そ

ういった指標を組み合わせれば、すべてがアンケートのような指標になる

必要はない。説明を受ける側が納得できるようにすることが大事である。 
 
会長      今後のフォローアップの段階で、今の意見を取り入れてやっていただき

たい。今後もまちづくり交付金の評価が行われるので、これから出てくる

事業については、工夫をしていただきたい。 
 
委員      指標③安全に歩ける歩道の整備率 や、指標⑦市営住宅の耐震化率 につ

いては％（パーセンテージ）指標となっている。５０～６０％くらいまで

は順調にいくが、その先が（どうしても整備しやすいところから着手する

ので）難しくなるのでは。耐震化率はスピードが要求されるし、道路も途

中ができなければ効果がない。説明責任を果たすためには、何年までに事

業を終わらせる、ということを示すべきである。 
 
会長      指標について他になければ、次に今後のまちづくり方策についてのご意



見をお願いします。 
 
委員      市営住宅の耐震化について、平成２７年度までに対策を行うとあるが、

この平成２７年はどこからきているのか。また、地域住民による公園の管

理運営というところについて、管理運営というと費用負担があるかと思う

が、そこは市で負担するのか。 
 
まちづくり局  耐震化については、上位計画である川崎市耐震改修促進計画の中で平成

２７年度までに耐震対策を実施するとしている。 
 
環境局     公園の管理運営については、従前は公園愛護会（除草清掃などのメンテ

ナンスを行っている団体）に助成を行っていたが、現在はそれを拡大し、

公園を地域の庭として使ってもらうために、除草清掃だけではなく、イベ

ントの開催や日程調整を行う、管理運営協議会という組織に移行しており、

そこに助成を行っている。ただし、住民でできない剪定や、遊具の補修に

ついては、引き続き行政が行う体制で支援している。 
 
委員      公園の場合、日々のメンテナンスにほうきなどの用具も必要なため費用

がかかると思うが、そういったものまでボランティアでやるのはいかがな

ものかと思い確認させていただいた。 
 
会長      まちづくり交付金で事業を実施する場合は、相乗効果がどこまで上った

かということや、他の地区への波及効果があるかということも期待されて

いる。では相乗効果や波及効果を示す指標があるかというと難しいところ

であるが、他の事業をこれからやっていく上で、モニタリングを検討して

いただきたい。それが報告書に盛り込まれるようにしていただきたい。 
        例えば、今回、住宅のバリアフリー化を行っているが、道路はバリアフ

リー化しているのだろうか。相乗効果とは、住宅のバリアフリー化と共に、

道路のバリアフリー化を行っていくようなことだと思う。歩行に困難を感

じている人が、少しでも駅前の賑わいに参加できるようになっているか、

ということである。個別事業のバリアフリー化だけにとどまらず、駅前周

辺にもいきいきと出て、楽しんでいるような、そんなまちの賑わいに貢献

しているかなどを測る指標を工夫して欲しい。 
公園については、イベント関連の事業であるので、参加者人数で良いの

だろうけど、そのことにより公園事業が活性化され、日常的に色々な人が

公園を使うようになり、防犯対策上も良くなる、といった波及効果・相乗



効果がまちづくり交付金の狙いどころである。 
 
委員      市民意見が全くなかったということだが、よりよい公園をつくる、より

よいメンテナンスを維持するという意味で、公園事業などに関わるコミュ

ニティグループの方々に意見を出してもらうことが重要である。 
溝口駅南口の歩行環境満足度については商工会などから意見を求めれば、

デッキが降りる場所をずらすとか、色を変えるとか、長さを変えるとか、

ずいぶん改善することがある。行政が駅で乗り降りをしているわけではな

いので、なかなか気がつかないところもあると思う。行政の自己満足にな

らないためにも、様々な意見を取り込みながら、まちづくりの支援者・サ

ポーターを増やし、事業が完成してよかったとか、こういった課題があっ

たとかいう意見を言ってもらえるような関係を育てるようにするべきであ

る。 
 
委員      今の意見に賛成である。意見がありませんということは、市が行ったこ

とが１００％理解されたということではない。なぜ意見がなかったのかと

いうことを考え、官学連携や商工会など、市とのつながりがある団体を活

用して、市民の意見が出やすくなるような工夫をしてみてはどうか。 
 
委員      グループホーム・ケアホームの定員が３２人で、目標を達成したという

ことであるが、今後の整備はこれで打ち止めであるか。そもそもの充足率

はどうなっているのか。 
 
健康福祉局   川崎市障害福祉計画において平成２３年度までに市全体で毎年８８人分

のグループホーム・ケアホームの整備を目標としている。自立支援法の制

定等国の方針に沿って、今後も障害者の地域での生活の場を確保し、施設

からグループホーム等への利用者の移行を図っていく。 
 
会長      他市の事例で、都市公園の指定管理者を募集したときに、従来の公園協

会以外の事業者から応募があった。公園を通して、まち全体のマネジメン

トにも発展し、イベントを行ったりするなど、まだ数は少ないが、指定管

理者の制度がうまく動いたケースとなった。そういったことも視野に入れ

てみてはどうか。 


